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　東アジアでは、ここ数年の間で、自由貿
易協定（ＦＴＡ）が急速に実施に移されつつある。ＦＴＡが域内の貿易に及ぼしている影響をみた上で、今後の東アジア経済の統合推進に向け、日本 取り組むべき課題について考えたい。●ＦＴＡによる貿易への影響が顕
在化
　かつてはＦＴＡの空白地帯と言われてい
たアジア地域でも、特にここ五年ほどの間に、数多くのＦＴＡが発効し、貿易投資環境が大きく変化している。東アジア（ＡＳＥＡＮ＋６）域内で発効済みのＦＴＡは一九に上る。
　東アジアにおいて次々に実施に移されて
いるＦＴＡは、実際にどの程度利用されているのか。まず、同地域で最も先行しているＦＴＡとして ＳＥＡＮ自由貿易地域（ＡＦＴＡ）の活用状況をみると、タイの場合二〇〇七年に同国の ＳＥＡＮ 向け輸出のうち、ＣＥＰＴ（
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した割合は、二二 ・六％ 年々その割合が
高まっている。国別でみると、特にインドネシア向けが五〇 ・七％、ベトナム向けが四五 ・ 一％、フィリピン向けが四〇 ・ 九％と高い割合を示している。ＡＳＥＡＮ諸国では、 輸出加工区を含め、 輸出のための部品原材料の関税免除制度などが広く普及しており、ＣＥＰＴを利用する必要がない輸入取引も多い。こうした点を含めて考えると、ＣＥＰＴの利用は、相当程度、企業の間に定着していると えよ 。
　タイとオーストラリアの貿易でもＦＴＡ
の影響が大きく現れて る。タイ・オーストラリア二国間ＦＴＡは 二〇〇五年一月に発効した。タイ商務省によると、二〇〇七年で、タイのオーストラリア向け輸出全体の六六 ・ ％で による特恵関税が利用されている。品目別にみ 、トヨタ、ホンダなど日系自動車メーカーなどによるタイからの自動車輸出が 立つ。ＦＴＡ発効前の二〇 四年は、タ からオーストラリア向けの乗用車輸出は一一〇万ドル、ピックアップ ックなど商用車が二五三〇万ドルであったところＦＴＡが発効した二〇〇五年には、乗用
輸出が前年比二倍の二二〇万ドル、商用車輸出が同五〇 ・六％増の三八一〇万ドルに急増した。
　二〇〇四年九月から開始されたタイ・イ
ンドＦＴＡ（八二品目のアーリーハーベストのみ）も、タイ商務省によると、九八 ・一％とほぼ全ての輸出についてＦＴＡが活用されている。具体的には プラスチック樹脂のポリカー ボネー トは、二〇〇四年のインド向け輸出が一七〇〇万ドルであったところ、二〇〇五年には一億一 万ドルと前年比六 ・六倍に拡大した。同様に、エアコン 輸出が八〇〇万ド から一六〇〇万ドル、テレビ用ブラウン管が五〇〇万ドルから二一〇〇万ドルに急増するなど 変化 みられた。逆に、イン からはギアボックスのタイ向け輸出が二〇〇四年の四〇 万ドルから二〇〇五年 は三〇 〇万ドルに増加した。
　以上は一例であるが、次々と発効するＦ
ＴＡは、東アジア域内の貿易を着実 拡大させていくものと考えられる。
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●重要性高まる貿易円滑化への取
り組み
　ただし、ＦＴＡによる関税低下の効果を
より顕在化させるためには、貿易円滑化への取り組みが不可欠である。これは、既に関税撤廃が相当程度進んでいるＡＦＴＡをみるとわかる。ＡＳＥＡＮは加盟国一〇カ国の人口を合計すれば五億人を超す市場となるが、依然として「一つの市場」とはほど遠い状況にある。ＡＳＥＡＮは共同体を目指しているが、今 ところＥＵ ような関税同盟になるという構想は含まれていない。そのため、域内関税の引き下げは順調に進んでいるが、ＡＳＥＡＮ内で 国境を越える度に通関手続きが必要である。また、ＡＦＴＡの特恵関税を享受するためには原産地証明書（フォームＤ）も取得しなければならない。さらに、輸出先の規格・基準を取得しなければならないケース あ 。
　特に、通関手続きの問題は、進出日系企
業にとっても日々のオペレーションに直結するため、関心が高い。ジェトロが二〇〇八年一〇～一二月に、 ＳＥＡＮ及びインドの現地進出日系企業に対して実施したアンケート調査によると、貿易制度面での問題点として、 「通関等手続きが煩雑である」 （回答率四五 ・ ％） の回答が最も多かった。これに、 「通達・規則内容周知徹底が不十分」 （同三七 五 、 「通関に時間を要する」 （同三六 ・ 一％）が続く
　通関手続きに関しては、現在、ＡＳＥＡ
ＮでＡＳＥＡＮシングルウィンドウ（ＡＳＷ）を加盟国間で構築する取り組みが進められており、その動向が注目される。ＡＳＷとは、輸出入の際に、複数の行政機関にまたがる申請や許認可を一つの電子申告フォームで提出し、一括して承認を受ける仕組みである。●日本の取り組むべき課題
　東アジアで次々とＦＴＡが発効する中で、
東アジア経済統合の推進に向け、日本 取り組むべき課題は何か。まず、急速に実施に移されつつある、域内 数多くのＦＴＡを束ね、より広域の東アジア経済統合を実現すべきである。その場合、日本企業のアジアにおけるサプライチェーンの広がりを考えると、当面の目標としては ＡＳＥＡＮ＋６による東アジアＥＰＡ構想（ＣＥＰＥＡ）の実現を目指すべきと考えられる。
　ただし、東アジアにおける経済統合は域
外にも開かれたものである必要がある。これは、欧米市場への輸出を通じて発展してきた東アジア経済の歴史を振り返れば自明である。中長期的には、米国の提唱すジア太平洋自由貿易圏（ＦＴＡＡＰ）にまで広がることが望まれる。
　持続可能な経済統合の実現には、域内格
差の拡大への対応も必要であ 大幅な域内経済格差は統合を深化させていく上で障害になる。全ての域内国が経済統合による
自由化のメリットを実感できるように、人材育成、産業育成、中小企業のための協力などを日本などの域内の先進国が積極的に支援していく必要がある。
　これに関連し、実態的に特に域内後発国
の経済統合を深化させていくためには、物理的なインフラ整備も不可欠である。ただし、膨大なインフラ開発資金を全てＯＤＡなどの公 部門でカバーするのは不可能であり、民間資金の活用が望まれる。インドでは、日印政府の協力により「デリー・ムンバイ間産業大動脈構想」の取り組みが始まっている。これは民間資金を活用して、ハードとソフトのインフラ整備 同時に進めていこうとす 構想である。二〇〇八年八月に開催されたＡＳＥＡＮ＋６の経済大臣会合では、 のモデルを東アジア全域に広げる東アジア産業大動脈構想が日本政府から提案され、各国から賛同を得ている。
　米国発の金融危機により、戦後未曾有の
レベルで世界経済の後退が進行している。当面の間、従来のように米国に依存した形での成長は望めそうにない。こうした観点からも、今後は東アジア経済が、経済統合を進め、世界の成長センターとして、需要面で世界経済を支えていく役割を一層担っていくべきである。世界経済の安定的な発展のために、東アジア域内のインフラ投資消費などにより、需要を拡大させていくことが望まれる。
（わかまつ 　いさむ／ジェトロ企画部）
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